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　設定来の基準価額の推移
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※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、Russell Microcap指数（配当込み）〔円換算後〕です。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※参考指数は、当該日前営業日の現地終値に為替レート（対顧客電信売買相場の当日（東京）の仲値）を

乗じて算出しております。

※マザーファンドを通じた実質比率です

（マザーファンドの組入比率を除く）。

※銘柄数は、新株等がある場合、別銘柄

として記載しております。

　ポートフォリオ構成比率

株式 95.5%

(内国内株式） (0.0%)

(内外国株式） (95.5%)

(内先物） (0.0%)

短期金融商品その他 4.5%

98.6%

組入銘柄数 186銘柄 

マザーファンド組入比率

2026/2/18 0 円

設定来合計 0 円

　最近5期の分配金の推移

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲ 3.72% 1.08% 12.83% 36.76% 　　 － 35.35%

参考指数 ▲ 7.83% ▲ 1.73% 11.14% 47.78% 　　 － 42.36%

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が変

わる場合、或いは分配金が支払われ

ない場合があります。

※基準価額は1万口当たりです。

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.958%（税抜1.78%）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

 基準価額 13,535 円

 純資産総額 30.9 億円

米国マイクロキャップ株式ファンド（以下、「当ファンド」といいます。）の開発は、ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社のみ

により行われています。London Stock Exchange Group plcおよびそのグループ会社(以下、総称して「LSEグルー

プ」といいます。)は、いかなる形においても、当ファンドとの関係を有さず、またスポンサー、保証、販売もしくは販売促進

を行うものではありません。FTSE Russellは、特定のLSEグループ会社の取引名です。

Russell Microcap指数（配当込み）（以下、「本指数」といいます。）にかかるすべての権利は、指数を保有する該当LSEグ

ループ会社に帰属します。「FTSE Russell®」は、該当するLSEグループ会社の商標であり、ライセンス契約に基づき、他

のあらゆるLSEグループ会社が使用します。

本指数は、FTSE International Limited、FTSE Fixed Income, LLCまたはその関連会社、代理人もしくはパート

ナーによって、またはこれらからの委託を受けて算出されています。LSEグループは、(a)本指数の使用、本指数への依拠

もしくは本指数の誤り、または(b)当ファンドへの投資もしくはその運用から生じる、いかなるものに対する責任も負うもの

ではありません。LSEグループは、当ファンドから得られる結果、またはＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社による提供

の目的に対する本指数の適切性のいずれについても、主張、予想、保証、表明を行わないものとします。

米国マイクロキャップ株式ファンド
追加型投信／海外／株式
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　米国マイクロキャップ株式マザーファンドの状況（1）

※銘柄は、新株等がある場合、別銘柄として記載しております。

比率は、米国マイクロキャップ株式マザーファンドの純資産総額に対する組入比率です。

外国銘柄の日本語表記は、QuickFactSet、Bloombergを参照しております。

　組入上位10銘柄

銘柄名 セクター 比率 銘柄概要

1 バード・コンストラクション 資本財・サービス 2.1% 
総合請負会社。工業、商業、および機関プロジェクトにサービスを
提供する。カナダおよび米国シアトルで事業を展開。

2
アンコール・キャピタル・グルー
プ

金融 2.1% 
債権買取会社。債務不履行となった受取債権のポートフォリオを銀
行や信用組合、公益事業体から買い取る。また、個別の提携による
債務返済、資金回収も手掛ける。

3
セレクト・ウォーター・ソリュー
ションズ

エネルギー 2.1% 
水および化学ソリューション会社。水インフラ資産、化学製品の製
造、水処理、リサイクルの各種ソリューションを提供する。米国でエ
ネルギー産業向けに事業を展開。

4 ベンチマーク・エレクトロニクス 情報技術 2.1% 

受託製造サービス会社。電子機器の受託製造・設計サービスに従
事。主な製品は、医療装置、工業用制御装置、検査･計器製品、通信
機器など。製品の設計、プリント回路板組立、プロトタイプ、および
テストの開発サービスも提供する。

5 ブルー・バード 資本財・サービス 1.9% 
自動車メーカー。スクールバスの設計、製造に従事。プロパンや圧
縮天然ガス（CNG）を燃料とするスクールバスを通じて、代替燃料
用途を提供する。

6 A10ネットワークス 情報技術 1.8% 

IT関連会社。コンピューター・ネットワーク製品とセキュリティー・ソ
リューションを手掛ける。コントローラー、ファイアウォール、ハード
ウェア機器、保護システム、その他ネットワーク製品を提供する。世
界各地で事業を展開。

7
ソラリス・エナジー・インフラスト
ラクチャー

エネルギー 1.8% 
分散発電用の可動式および拡張性のある機器をベースとしたソ
リューションを提供。油田・天然ガス田完成に使用される原材料の
管理も手掛ける。米国で事業を展開。

8 センチュリ・ホールディングス 資本財・サービス 1.8% 
子会社を通じて、電力・天然ガス供給網の保守、改造、設置などの
公益インフラサービスのほか、クリーンエネルギー源への移行のた
めのシステムを提供する。米国およびカナダで事業を展開。

9 アストラナ・ヘルス ヘルスケア 1.7% 

ヘルスケア会社。医師主導でテクノロジーを搭載したリスク負担型
のヘルスケア事業を手掛ける。医療提供者が価値に基づくケアの
取り決めに参加しながら、患者に治療を提供できる統合医療プ
ラットフォームを運営する。米国で事業を展開。

10
アトランティカス・ホールディン
グス

金融 1.7% 

子会社を通じて、小売・ヘルスケア、ダイレクトメール勧誘、および
デジタルマーケティングなど複数のチャネルを利用して金融機関
が発行する、プライベートブランドおよび汎用クレジットカードの提
供に特化する。米国で事業を展開。

米国マイクロキャップ株式ファンド
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　米国マイクロキャップ株式マザーファンドの状況（2）

　ファンドマネージャーのコメント

※各比率は、米国マイクロキャップ株式マザーファンドの純資産総額に対する

組入比率です。また、小数点第2位を四捨五入しているため、合計が100%

にならない場合があります。

　組入上位10セクター

セクター名 比率

1 ヘルスケア 23.6%

2 金融 20.0%

3 資本財・サービス 18.6%

4 情報技術 16.2%

5 エネルギー 11.3%

6 一般消費財・サービス 4.8%

7 コミュニケーション・サービス 1.4%

8 生活必需品 0.6%

9 素材 0.3%

10 　　　                     － －　

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

米国マイクロキャップ株式ファンド
追加型投信／海外／株式

※「米国マイクロキャップ株式マザーファンド」の運用委託先であるウエリントン・マネージメント・カンパニー・エルエルピーの基準日時点で

のコメントを基に作成しています。

＜投資環境＞

3月の米国株式市場はほぼ一本調子で下落しました。米国とイスラエルがイランを攻撃しました。原油・天然ガス輸送の要衝であるホルム

ズ海峡が事実上の封鎖状態となり、原油価格が大幅に上昇したことを受けて、実体経済や企業業績が悪影響を受けるという懸念が広がり

ました。当初は短期間で事態が収束に向かうとの観測がありましたが、イラン側の反撃が予想以上に続いたため、中東情勢の悪化が長期化

するのではないかとの懸念が台頭しました。経済面では、2月の雇用統計で非農業部門の雇用者数が前月から大幅に減少したことや、米連

邦公開市場委員会（FOMC）などを受けて利下げ期待が後退したことが、悪材料視されました。

＜運用経過＞

ファンドの基準価額は前月末比で下落しました。建設会社である「バード・コンストラクション」の株価が上昇し、パフォーマンスの面でプラ

スに寄与しました。同社の2025年10-12月期の一株当たり純利益(EPS)が市場予想を上回ったことが好感されました。プロジェクトの

遅延による収益面での逆風があったにもかかわらず、粗利益率の改善と力強いキャッシュフロー創出力を見せ、堅調な事業運営を裏付け

ています。

一方、電力エネルギー会社である「アメレスコ」の株価が下落し、パフォーマンスの面でマイナスに影響しました。同社の2025年10-12月

期の売上高が市場予想を上回ったものの、営業キャッシュフローがマイナスに転じたことが市場の注目を集め、収益の質とバランスシート

への圧力に対する懸念が高まりました。

＜今後の見通し＞

当面の米国株式市場は不安定な相場が続くと予想します。目先の株価は、中東情勢に左右されるでしょう。原油価格の上昇による実体経

済や企業業績への影響は気がかりですが、今年の増益率は昨年と同程度の高い伸びになると見ており、中東情勢が落ち着けば株価は再び

高値を目指すと予想します。リスク要因は景気の停滞と物価の上昇が同時に進行する局面における金融政策姿勢であり、利上げが選択さ

れる場合には株価は大幅に調整する可能性があります。

マイクロキャップ株式への投資にあたっては、競争優位性、成長性、収益性の高さを兼ね備えたニッチな産業におけるリーダー企業に着目

し、ボトムアップ・アプローチにより銘柄を選別します。

国 比率

米国 89.6%

カナダ 7.2%

その他 3.2%

26.4%

50.7%

17.8%

1.9%

0.0%

3.2%

0% 20% 40% 60%

20億米ドル以上

10～20億米ドル未満

5～10億米ドル未満

2.5～5億米ドル未満
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＜時価総額別構成比率＞

＜国別構成比率＞
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　ファンド情報

設　定　日 2025年3月18日

償　還　日 2046年2月16日

決　算　日 毎年2月18日（休業日の場合は翌営業日）

　ファンドの特色

米国マイクロキャップ株式ファンド
追加型投信／海外／株式
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　投資リスク（1）
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　投資リスク（2）
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　お申込みメモ
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　ファンドの費用
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　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

株式会社ＳＢＩ証券 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

（登録金融機関）

三井住友信託銀行株式会社 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ ○

商号 登録番号

加入協会

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説明書
（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお願い
します。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証する
ものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示すものでは
ありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針通り
の運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありませ
ん。

＊2026年4月1日付で「一般社団法人日本投資顧問業協会」から「一般社団法人資産運用業協会」に名称変更しました。
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